
公益財 団法人豊田市文化振興財団 業務委 託契約約款  
 
 （総 則） 
第 １ 条  甲 及 び 乙 は 、 こ の 契 約 書 に 基 づ き 、 別 紙 の 委 託 仕 様 書 、 指 示 明 細 書 及 び 図

面 （ 以 下 こ れ ら を 「 委 託 仕 様 書 」 と い う 。 ） に 従 い 、 日 本 国 の 法 令 を 遵 守 し 、 こ
の 契 約 （ こ の 契 約 書 及 び 委 託 仕 様 書 を 内 容 と す る 業 務 の 委 託 契 約 を い う 。 以 下 同
じ。） を履行しなければならない 。 

２  乙 は こ の 契 約 書 記 載 の 業 務 （ 以 下 「 業 務 」 と い う 。 ） を 契 約 書 記 載 の 契 約 期 間
内 に 完 了 し 、 契 約 の 目 的 物 （ 以 下 「 成 果 物 」 と い う 。 ） が あ る 場 合 に あ っ て は 、
その成 果物を甲に引き渡すものと し、甲 はその契約金額を支 払うものとす る。 

３  甲 は 、 業 務 に 関 す る 指 示 を 乙 に 対 し て 行 う こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、
乙は、 当該指示に従い業務を行わ なけれ ばならない。 

４  乙 は 、 こ の 契 約 書 若 し く は 委 託 仕 様 書 に 特 別 の 定 め が あ る 場 合 又 は 前 項 の 指 示
若 し く は 甲 乙 協 議 が あ る 場 合 を 除 き 、 業 務 を 完 了 す る た め に 必 要 な 一 切 の 手 段 を
その責 任において定めるものとす る。 

５  乙 は 、 業 務 を 行 う 上 で 知 り 得 た 秘 密 を 他 人 に 漏 ら し て は な ら な い 。 こ の 契 約 の
終了後 又は解除後においても同様 とする 。 

６  乙 は 、 業 務 を 処 理 す る に 当 た り 個 人 情 報 を 取 り 扱 う と き は 、 個 人 の 権 利 利 益 を
侵害す ることのないよう努めなけ ればな らない。  

７  こ の 契 約 書 に 定 め る 指 示 、 催 告 、 請 求 、 通 知 、 報 告 、 申 出 、 承 諾 及 び 解 除 （ 以
下「指 示等」という。）は、書面によ り行わな ければならない。 

８  前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 緊 急 や む を 得 な い 事 情 が あ る 場 合 は 、 甲 及 び 乙 は 、
口 頭 に よ り 指 示 等 を 行 う こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 甲 及 び 乙 は 、 既 に 行
った指 示等を書面に記載し、これ を相手 方に交付するものと する。  

９  甲 及 び 乙 は 、 こ の 契 約 書 の 規 定 に 基 づ き 協 議 を 行 う と き は 、 当 該 協 議 の 内 容 を
書面に 記録するものとする。 

１０ この契 約の履 行に関して甲 乙間で用いる言語は 、日本 語とする。 
１１ この契 約書に 定める金銭の支払 に用いる 通貨は、日 本円とす る。 
１ ２  こ の 契 約 の 履 行 に 関 し て 甲 乙 間 で 用 い る 計 量 単 位 は 、 委 託 仕 様 書 に 特 別 の 定

めがあ る場合を除き、計量法（平 成４年 法律第５１号）に定 めるも のとする。 
１ ３  こ の 契 約 書 及 び 委 託 仕 様 書 に お け る 期 間 の 定 め に つ い て は 、 民 法 （ 明 治 ２ ９

年 法 律 第 ８ ９ 号 ） 及 び 商 法 （ 明 治 ３ ２ 年 法 律 第 ４ ８ 号 ） の 定 め る と こ ろ に よ る も
のとす る。 

１４ この契 約は、 日本国の法令に準 拠するも のとする。 
１ ５  こ の 契 約 に 係 る 訴 訟 の 提 起 又 は 調 停 の 申 立 て に つ い て は 、 日 本 国 の 裁 判 所 を

もって 合意による専属的管轄裁判 所とす る。 
 （工 程表） 
第 ２ 条  乙 は 、 業 務 の 着 手 に 当 た り 、 直 ち に 工 程 表 を 甲 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 
 （業 務に係る費用負担） 



第 ３ 条  業 務 に 伴 い 必 要 が 生 じ た 部 品 又 は 機 器 等 の 交 換 ・ 調 整 等 の 費 用 は 、 委 託 仕
様書に 特記されているものを除き 、乙の 請求により甲が別途 支払う ものとする 。 

２  業 務 の 回 数 、 実 施 時 期 及 び 実 施 時 間 は 、 委 託 仕 様 書 の と お り と す る が 、 不 時 の
故 障 等 に よ り 甲 か ら 連 絡 が あ っ た 場 合 は 、 乙 は 直 ち に 技 術 員 を 派 遣 し て 業 務 を 実
施 す る も の と し 、 委 託 仕 様 書 に 特 記 さ れ て い る も の を 除 き 、 そ の 費 用 は 契 約 金 額
に含ま れるものとする。  

３ 関 係官公署及び団体に対して 検査報 告書等の提出の必要 がある 場合は、そ れに 
要する 一切の費用は、乙の負担と する。 

 （権 利義務の譲 渡等） 
第 ４ 条  乙 は 、 こ の 契 約 に よ り 生 ず る 権 利 又 は 義 務 を 第 三 者 に 譲 渡 し 、 又 は 承 継 さ

せては ならない。ただし、あらか じめ甲 の承諾を得た場合は 、この 限りでない 。 
２  乙 は 、 成 果 物 （ 未 完 成 の 成 果 物 及 び 業 務 を 行 う 上 で 得 ら れ た 記 録 等 を 含 む 。 ）

を 第 三 者 に 譲 渡 し 、 貸 与 し 、 又 は 質 権 そ の 他 の 担 保 の 目 的 に 供 し て は な ら な い 。
ただし 、あらかじ め甲の承 諾を得た場 合は、この限り でない。 

３  乙 が 部 分 払 等 に よ っ て も 、 な お こ の 契 約 の 履 行 に 必 要 な 資 金 が 不 足 す る こ と を
疎 明 し た と き は 、 甲 は 、 特 段 の 理 由 が あ る 場 合 を 除 き 、 乙 の 契 約 金 債 権 の 譲 渡 に
ついて 、第１項ただし書の承諾を しなけ ればならない。 

４  乙 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 、 第 １ 項 た だ し 書 の 承 諾 を 受 け た 場 合 は 、 契 約 金 債 権
の 譲 渡 に よ り 得 た 金 銭 を こ の 契 約 の 履 行 以 外 に 使 用 し て は な ら ず 、 ま た そ の 使 途
を疎明 する書類を甲に提出しなけ ればな らない。  

 （著 作権の譲渡等） 
第 ５ 条  乙 は 、 成 果 物 が 著 作 権 法 （ 昭 和 ４ ５ 年 法 律 第 ４ ８ 号 ） 第 ２ 条 第 １ 項 第 １ 号

に 規 定 す る 著 作 物 （ 以 下 「 著 作 物 」 と い う 。 ） に 該 当 す る 場 合 は 、 当 該 著 作 物 に
係 る 乙 の 著 作 権 （ 著 作 権 法 第 ２ １ 条 か ら 第 ２ ８ 条 ま で に 規 定 す る 権 利 を い う 。 ）
を当該 著作物の引渡し時に甲に無 償で譲 渡するものとする。  

２  甲 は 、 成 果 物 が 著 作 物 に 該 当 す る と し な い と に か か わ ら ず 、 当 該 成 果 物 の 内 容
を乙の 承諾なく自由に公表するこ とがで きる。 

３  甲 は 、 成 果 物 が 著 作 物 に 該 当 す る 場 合 は 、 乙 が 承 諾 し た と き に 限 り 、 既 に 乙 が
当該著 作物に表示した氏名を変更 するこ とができる。 

４  乙 は 、 成 果 物 が 著 作 物 に 該 当 す る 場 合 に お い て 、 甲 が 当 該 著 作 物 の 利 用 目 的 の
実 現 の た め に そ の 内 容 を 改 変 す る と き は 、 そ の 改 変 に 同 意 す る 。 ま た 、 甲 は 、 成
果 物 が 著 作 物 に 該 当 し な い 場 合 は 、 当 該 成 果 物 の 内 容 を 乙 の 承 諾 な く 自 由 に 改 変
するこ とができる。 

５  乙 は 、 成 果 物 （ 業 務 を 行 う 上 で 得 ら れ た 記 録 等 を 含 む 。 ） が 著 作 物 に 該 当 す る
と し な い と に か か わ ら ず 、 甲 が 承 諾 し た 場 合 は 、 当 該 成 果 物 を 使 用 又 は 複 製 し 、
ま た 、 第 １ 条 第 ５ 項 の 規 定 に か か わ ら ず 当 該 成 果 物 の 内 容 を 公 表 す る こ と が で き
る。  

６  甲 は 、 乙 が 成 果 物 の 作 成 に 当 た っ て 開 発 し た プ ロ グ ラ ム （ 著 作 権 法 第 １ ０ 条 第
１ 項 第 ９ 号 に 規 定 す る プ ロ グ ラ ム の 著 作 物 を い う 。 ） 及 び デ ー タ ベ ー ス （ 著 作 権



法 第 １ ２ 条 の ２ に 規 定 す る デ ー タ ベ ー ス の 著 作 物 を い う 。 ） に つ い て 、 乙 が 承 諾
し た 場 合 は 、 別 に 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 プ ロ グ ラ ム 及 び デ ー タ ベ ー ス を 利 用
するこ とができる。 

 （一 括再委託の禁止）  
第 ６ 条  乙 は 、 業 務 の 全 部 を 一 括 し て 、 又 は 主 た る 部 分 を 第 三 者 に 請 け 負 わ せ 、 又

は 委 任 し て は な ら な い 。 甲 が 委 託 仕 様 書 に お い て 指 定 し た 業 務 に つ い て も 、 同 様
とする 。 

２  前 項 の 主 た る 部 分 と は 、 業 務 に お け る 総 合 的 企 画 、 業 務 遂 行 管 理 、 手 法 の 決 定
及び技 術的判断等をいう。 

３  乙 は 、 業 務 の 一 部 を 第 三 者 に 請 け 負 わ せ 、 又 は 委 任 し よ う と す る と き は 、 あ ら
か じ め 委 託 業 務 再 委 託 承 認 申 請 書 を 甲 に 提 出 し 、 そ の 承 認 を 受 け な け れ ば な ら な
い。  

４  甲 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 申 請 に つ い て 、 そ の 請 負 又 は 委 任 （ 以 下 「 再 委 託 」 と
い う 。 ） が 不 適 当 と 認 め る と き は 、 乙 に 対 し そ の 再 委 託 を 承 認 し な い も の と す る 。 

５  乙 は 、 再 委 託 先 に 対 し て こ の 契 約 に お け る 乙 の 義 務 と 同 様 の 義 務 を 順 守 さ せ 、
その行 為について一切の責任を負 わなけ ればならない。 

 （特 許権等の使用） 
第 ７ 条  乙 は 、 特 許 権 、 実 用 新 案 権 、 意 匠 権 、 商 標 権 そ の 他 日 本 国 の 法 令 に 基 づ き

保 護 さ れ る 第 三 者 の 権 利 （ 以 下 「 特 許 権 等 」 と い う 。 ） の 対 象 と な っ て い る 施 行
方 法 を 使 用 す る と き は 、 そ の 使 用 に 関 す る 一 切 の 責 任 を 負 わ な け れ ば な ら な い 。
た だ し 、 甲 が そ の 施 行 方 法 を 指 定 し た 場 合 に お い て 、 委 託 仕 様 書 に 特 許 権 等 の 対
象 で あ る 旨 の 明 示 が な く 、 か つ 、 乙 が そ の 存 在 を 知 ら な か っ た と き は 、 甲 は 、 乙
がその 使用に関して要した費用を 負担し なければならない。  

 （監 督員） 
第 ８ 条  甲 は 、 乙 の 行 う 業 務 に つ い て 、 自 己 に 代 わ っ て 監 督 し 、 又 は 指 示 す る 監 督

員を定 めることができる。 
 （業 務担当責任者等）  
第 ９ 条  乙 は 、 業 務 担 当 責 任 者 を 定 め 、 甲 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。 こ の 者 を 変

更した ときも、同 様とする 。 
２  甲 は 、 業 務 担 当 責 任 者 又 は 乙 の 使 用 人 若 し く は 第 ６ 条 の 規 定 に よ り 乙 か ら 業 務

を 委 任 さ れ 、 若 し く は 請 け 負 っ た 者 が そ の 業 務 の 実 施 に つ き 著 し く 不 適 当 と 認 め
られる ときは、乙に対して、その 理由を 明示して交替を求め ること ができる。 

 （契 約変更又は 一時中止 ） 
第 １ ０ 条  甲 は 、 必 要 が あ る 場 合 は 乙 と 協 議 し て 、 業 務 の 内 容 を 変 更 し 、 又 は 業 務

を 一 時 中 止 し 、 若 し く は こ れ を 打 ち 切 る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 契 約
金 額 、 契 約 期 間 又 は 委 託 仕 様 書 を 変 更 す る 必 要 が あ る と き は 、 甲 乙 協 議 し て 書 面
により これを定めるものとする。  

２  甲 は 、 前 項 の 場 合 に お い て 、 乙 に 損 害 が 生 じ た と き は 、 そ の 損 害 を 賠 償 す る も
のとし 、賠償額は甲乙協議して定 める。  



３  乙 は 、 天 災 地 変 等 乙 の 責 め に 帰 す る こ と が で き な い 正 当 な 理 由 に よ り 、 契 約 期
間 内 に 業 務 を 完 了 す る こ と が で き な い と き は 、 甲 に 対 し て 遅 滞 な く そ の 理 由 を 付
した契約期間延⾧ 願により 、契約期間の延⾧を申し出 ることができる。 

４  甲 は 、 前 項 の 申 出 が あ っ た と き は 、 事 実 を 調 査 し 、 や む を 得 な い 理 由 が あ る と
きは、 相当の期間に限り、契約期 間の延 ⾧を認めることがで きる。 

 （事 情変更によ る業務委 託料の 変更） 
第 １ ０ 条 の ２  甲 又 は 乙 は 、 履 行 期 間 内 で 契 約 締 結 の 日 か ら １ ２ か 月 を 経 過 し た 後

に 、 こ の 契 約 締 結 時 に お い て 予 想 す る こ と の で き な い 社 会 経 済 情 勢 そ の 他 の 情 勢
の 変 化 に よ り 、 物 価 又 は 賃 金 に 著 し い 変 動 を 生 じ 、 そ の た め 契 約 金 額 が 著 し く 不
適 当 で あ る と 認 め ら れ る と き は 、 甲 乙 協 議 し て 契 約 金 額 を 変 更 す る こ と が で き る 。 

 （適 正な契約期間の設定） 
第 １ １ 条  甲 は 、 契 約 期 間 の 延 ⾧ 又 は 短 縮 を 行 う と き は 、 こ の 業 務 に 従 事 す る 者 の

労 働 時 間 そ の 他 の 労 働 条 件 が 適 正 に 確 保 さ れ る よ う 、 や む を 得 な い 事 由 に よ り 業
務の実 施が困難であると見込まれ る日数 等を考慮しなければ ならな い。 

 （乙 の損害賠償負担）  
第 １ ２ 条  乙 は 、 業 務 を 行 う に つ き 他 に 損 害 を 与 え る お そ れ が あ る と き は 、 自 己 の

費用を もって必要な予防措置を講 じなけ ればならない。 
２  成 果 物 の 引 渡 し 前 に 、 成 果 物 に 生 じ た 損 害 そ の 他 業 務 を 行 う に つ き 生 じ た 損 害

は、乙 の負担とする。 
３  乙 は 、 天 災 そ の 他 不 可 抗 力 に よ っ て 損 害 が 生 じ た と き は 、 そ の 事 実 の 発 生 後 遅

滞 な く そ の 状 況 を 甲 に 通 知 し な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お け る 損 害 は 、 乙 の
負担と する。 

４  前 ２ 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 そ の 損 害 の 原 因 が 乙 の 善 良 な る 管 理 者 と し て の 注
意 を 怠 ら ず 、 又 は 損 害 の 防 止 に 適 切 な 措 置 を し た と 認 め ら れ る に も か か わ ら ず 発
生 し た も の で あ る と き は 、 乙 は 甲 に そ の 損 害 の 一 部 負 担 を 求 め る こ と が で き る も
のとし 、損害額の算定及び負担割 合等は 、甲乙協議して定め る。 

 （契 約不適合責 任） 
第 １ ３ 条  甲 は 、 引 き 渡 さ れ た 成 果 物 が 種 類 、 品 質 又 は 数 量 に 関 し て 契 約 の 内 容 に

適 合 し な い も の で あ る と き は 、 乙 に 対 し 、 成 果 物 の 修 補 又 は 代 替 物 の 引 渡 し に よ
る 履 行 の 追 完 を 請 求 す る こ と が で き る 。 た だ し 、 そ の 履 行 の 追 完 に 過 分 の 費 用 を
要する ときは、甲は、履行の追完 を請求 することができない 。 

２  前 項 の 場 合 に お い て 、 乙 は 、 甲 に 不 相 当 な 負 担 を 課 す る も の で な い と き は 、 甲
が請求 した方法と異なる方法によ る履行 の追完をすることが できる 。 

３  第 １ 項 の 場 合 に お い て 、 甲 が 相 当 の 期 間 を 定 め て 履 行 の 追 完 の 催 告 を し 、 そ の
期 間 内 に 履 行 の 追 完 が な い と き は 、 甲 は 、 そ の 不 適 合 の 程 度 に 応 じ て 代 金 の 減 額
を 請 求 す る こ と が で き る 。 た だ し 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 は 、 催 告
をする ことなく、直ちに代金の減 額を請 求することができる 。 

（１） 履行の追完が不能であると き。 
（２） 乙が履行の追完を拒絶する 意思を 明確に表示したとき 。 



（ ３ ） 成 果 物 の 性 質 又 は 当 事 者 の 意 思 表 示 に よ り 、 特 定 の 日 時 又 は 一 定 の 期 間 内 に
履 行 し な け れ ば 契 約 を し た 目 的 を 達 す る こ と が で き な い 場 合 に お い て 、 乙 が 履
行の追 完をしないでその時期を経 過した とき。 

（ ４ ） 前 ３ 号 に 掲 げ る 場 合 の ほ か 、 甲 が こ の 項 の 規 定 に よ る 催 告 を し て も 履 行 の 追
完がな される見込 みがない ことが明ら かであるとき。 

 （甲 の任意解除権） 
第 １ ４ 条  甲 は 、 業 務 が 完 了 す る ま で の 間 は 、 次 条 か ら 第 １ ８ 条 ま で の 規 定 に よ る

ほか、 必要があるときは、この契 約を解 除することができる 。 
２  甲 は 、 前 項 の 規 定 に よ り こ の 契 約 を 解 除 し た 場 合 に お い て 、 乙 に 損 害 を 及 ぼ し

たとき は、その損害を賠償しなけ ればな らない。  
 （乙 の支配権の 変更によ る甲の 解除権） 
第１４ 条の２ 乙は、合併、株式 交換、 株式移転又は株式の 過半数 の譲渡によ り、

乙の支 配権に変動があったときは 、速や かに甲に通知するも のとす る。この場 合
におい て、甲は何ら催告すること なく本 契約を解除すること ができ る。 

 （甲 の催告による解除権） 
第 １ ５ 条  甲 は 、 乙 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 相 当 の 期 間 を 定 め て

そ の 履 行 の 催 告 を し 、 そ の 期 間 内 に 履 行 が な い と き は こ の 契 約 の 全 部 又 は 一 部 を
解 除 す る こ と が で き る も の と し 、 こ の た め 乙 に 損 害 が 生 じ て も 、 甲 は そ の 責 め を
負 わ な い も の と す る 。 た だ し 、 そ の 期 間 を 経 過 し た 時 に お け る 債 務 の 不 履 行 が こ
の 契 約 及 び 取 引 上 の 社 会 通 念 に 照 ら し て 軽 微 な も の で あ る と き は 、 こ の 限 り で な
い。  

（ １ ） 第 ４ 条 第 ４ 項 に 規 定 す る 書 類 を 提 出 せ ず 、 又 は 虚 偽 の 記 載 を し て こ れ を 提 出
したと き。 

（２） 正当な理由なく、業務に着 手すべ き期日を過ぎても業 務に着 手しないと き。 
（ ３ ） 契 約 期 間 内 に 業 務 が 完 了 し な い と き 又 は 契 約 期 間 経 過 後 相 当 の 期 間 内 に 業 務

を完了 する見込みがないこ とが明らかであると認めら れると き。 
（４） 正当な理由なく、第１３条 第１項 の履行の追完がなさ れない とき。 
（５） 前各号に掲げる場合のほか 、この 契約に違反したとき 。 
 （甲 の催告によらない解除権）  
第 １ ６ 条  甲 は 、 次 条 及 び 第 １ ８ 条 の 規 定 に よ る 場 合 の ほ か 、 乙 が 次 の 各 号 の い ず

れかに 該当するときは、直ちにこ の契約 を解除することがで きる。  
（ １ ） 乙 の 責 め に 帰 す る 理 由 に よ り 履 行 期 間 内 に 契 約 を 履 行 し な い と き 又 は 履 行 の

見込み がないと認められるとき。 
（２） 契約の重要な事項に違反し たとき 。 
（３） 契約履行について不正行為 をした とき。 
（４） 契約履行上必要とされる資 格の取 消し又 は停止を受 けたとき 。 
（５） 第４条第１項の規定に違反 して契 約金債権を譲渡した とき。 
（ ６ ） 第 ４ 条 第 ４ 項 の 規 定 に 違 反 し て 譲 渡 に よ り 得 た 金 銭 を 当 該 業 務 の 履 行 以 外 に

使用し たとき。  



（ ７ ） 業 務 （ 成 果 物 が あ る 場 合 に あ っ て は 、 当 該 成 果 物 の 作 製 ） を 完 了 さ せ る こ と
ができ ないことが明らかであると き。 

（ ８ ） 乙 が 業 務 （ 成 果 物 が あ る 場 合 に あ っ て は 、 当 該 成 果 物 の 完 成 の 債 務 ） の 履 行
を拒絶 する意思を明確に表示した とき。  

（ ９ ） 乙 の 債 務 の 一 部 の 履 行 が 不 能 で あ る 場 合 又 は 乙 が そ の 債 務 の 一 部 の 履 行 を 拒
絶 す る 意 思 を 明 確 に 表 示 し た 場 合 に お い て 、 残 存 す る 部 分 の み で は 契 約 を し た
目的を 達することができないとき 。 

（ １ ０ ） 業 務 （ 成 果 物 が あ る 場 合 に あ っ て は 、 当 該 成 果 物 ） の 性 質 又 は 当 事 者 の 意
思 表 示 に よ り 、 特 定 の 日 時 又 は 一 定 の 期 間 内 に 履 行 し な け れ ば 契 約 を し た 目 的
を 達 す る こ と が で き な い 場 合 に お い て 、 乙 が 履 行 を し な い で そ の 時 期 を 経 過 し
たとき 。 

（ １ １ ） 前 各 号 に 掲 げ る 場 合 の ほ か 、 乙 が そ の 債 務 の 履 行 を せ ず 、 甲 が 前 条 の 催 告
を し て も 契 約 を し た 目 的 を 達 す る の に 足 り る 履 行 が な さ れ る 見 込 み が な い こ と
が明ら かであるとき。 

（ １ ２ ） 暴 力 団 （ 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ３ 年 法 律
第 ７ ７ 号 。 以 下 「 暴 対 法 」 と い う 。 ） 第 ２ 条 第 ２ 号 に 規 定 す る 暴 力 団 を い う 。
以 下 同 じ 。 ） 、 暴 力 団 員 （ 暴 対 法 第 ２ 条 第 ６ 号 に 規 定 す る 暴 力 団 員 を い う 。 以
下 同 じ 。 ） 又 は 暴 力 団 員 で は な い が 暴 力 団 と 関 係 を 持 ち な が ら 、 そ の 組 織 の 威
力 を 背 景 と し て 暴 力 的 不 法 行 為 等 を 行 う 者 （ 以 下 「 暴 力 団 関 係 者 」 と い う 。 ）
が 経 営 又 は 運 営 に 実 質 的 に 関 与 し て い る と 認 め ら れ る 者 に 契 約 金 債 権 を 譲 渡 し
たとき 。 

（１３ ）第２１条又は第２２条の 規定に よらないで契約の解 除を申 し出たとき 。 
 （談 合その他不 正行為に 係る解 除） 
第 １ ７ 条  甲 は 、 乙 が こ の 契 約 に 関 し て 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 契

約 の 全 部 又 は 一 部 を 解 除 す る こ と が で き る も の と し 、 こ の た め 乙 に 損 害 が 生 じ て
も、甲 はその責めを負わないもの とする 。 

（ １ ） 乙 が 私 的 独 占 の 禁 止 及 び 公 正 取 引 の 確 保 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ５
４ 号 。 以 下 「 独 占 禁 止 法 」 と い う 。 ） 第 ３ 条 の 規 定 に 違 反 し 、 又 は 乙 が 構 成 事
業 者 で あ る 事 業 者 団 体 が 独 占 禁 止 法 第 ８ 条 第 １ 号 の 規 定 に 違 反 し た こ と に よ り 、
公 正 取 引 委 員 会 が 乙 に 対 し 、 独 占 禁 止 法 第 ７ 条 の ２ 第 １ 項 （ 独 占 禁 止 法 第 ８ 条
の ３ に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に 基 づ く 課 徴 金 の 納 付 命 令 （ 以 下
「 納 付 命 令 」 と い う 。 ） を 行 い 、 当 該 納 付 命 令 が 確 定 し た と き （ 確 定 し た 当 該
納 付 命 令 が 独 占 禁 止 法 第 ６ ３ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 取 り 消 さ れ た 場 合 を 含
む。） 。 

（ ２ ） 納 付 命 令 又 は 独 占 禁 止 法 第 ７ 条 若 し く は 第 ８ 条 の ２ の 規 定 に 基 づ く 排 除 措 置
命 令 （ こ れ ら の 命 令 が 乙 又 は 乙 が 構 成 事 業 者 で あ る 事 業 者 団 体 （ 以 下 「 乙 等 」
と い う 。 ） に 対 し て 行 わ れ た と き は 、 乙 等 に 対 す る 命 令 で 確 定 し た も の を い い 、
乙 等 に 対 し て 行 わ れ て い な い と き は 、 各 名 宛 人 に 対 す る 命 令 全 て が 確 定 し た 場
合 に お け る 当 該 命 令 を い う 。 次 号 に お い て 「 納 付 命 令 又 は 排 除 措 置 命 令 」 と い



う 。 ） に お い て 、 こ の 契 約 に 関 し 、 独 占 禁 止 法 第 ３ 条 又 は 第 ８ 条 第 １ 号 の 規 定
に違反 する行為の実行としての事 業活動 があったとされたと き。 

（ ３ ） 納 付 命 令 又 は 排 除 措 置 命 令 に よ り 、 乙 等 に 独 占 禁 止 法 第 ３ 条 又 は 第 ８ 条 第 １
号 の 規 定 に 違 反 す る 行 為 が あ っ た と さ れ た 期 間 及 び 当 該 違 反 す る 行 為 の 対 象 と
な っ た 取 引 分 野 が 示 さ れ た 場 合 に お い て 、 こ の 契 約 が 、 当 該 期 間 （ こ れ ら の 命
令 に 係 る 事 件 に つ い て 、 公 正 取 引 委 員 会 が 乙 に 対 し 納 付 命 令 を 行 い 、 こ れ が 確
定 し た と き は 、 当 該 納 付 命 令 に お け る 課 徴 金 の 計 算 の 基 礎 で あ る 当 該 違 反 す る
行 為 の 実 行 期 間 を 除 く 。 ） に 入 札 （ 見 積 書 の 提 出 を 含 む 。 ） が 行 わ れ た も の で
あり、 かつ、当該取引分野に該当 するも のであるとき。 

（ ４ ） 乙 （ 乙 が 法 人 の 場 合 に あ っ て は 、 そ の 役 員 又 は そ の 使 用 人 。 ） の 刑 法 （ 明 治
４ ０ 年 法 律 第 ４ ５ 号 ） 第 ９ ６ 条 の ６ 又 は 独 占 禁 止 法 第 ８ ９ 条 第 １ 項 若 し く は 第
９５条 第１項第１号に規定する刑 が確定 したとき。  

（ ５ ） 乙 （ 乙 が 法 人 の 場 合 に あ っ て は 、 そ の 役 員 又 は そ の 使 用 人 ） の 刑 法 第 １ ９ ８
条の規 定による刑が確定したとき 。 

２  乙 が 共 同 企 業 体 で あ る 場 合 に お け る 前 項 の 規 定 に つ い て は 、 そ の 代 表 者 又 は 構
成員が 同項各号のいずれかに該当 した場 合に適用する。 

 （暴 力団等排除 に係る解 除） 
第 １ ８ 条  甲 は 、 乙 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 直 ち に 契 約 の 全 部 又

は 一 部 を 解 除 す る こ と が で き る も の と し 、 こ の た め 乙 に 損 害 が 生 じ て も 、 甲 は そ
の責め を負わないものとする。  

（ １ ） 法 人 等 （ 法 人 又 は 団 体 若 し く は 個 人 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 役 員 等 （ 法 人 に
あ っ て は 非 常 勤 を 含 む 役 員 及 び 支 配 人 、 営 業 所 の 代 表 者 そ の 他 経 営 又 は 運 営 に
実 質 的 に 関 与 し て い る 者 、 そ の 他 の 団 体 に あ っ て は 法 人 の 役 員 等 と 同 様 の 責 任
を 有 す る 代 表 者 及 び 理 事 等 そ の 他 経 営 又 は 運 営 に 実 質 的 に 関 与 し て い る 者 、 個
人 に あ っ て は そ の 者 、 支 店 又 は 営 業 所 を 代 表 す る 者 そ の 他 経 営 又 は 運 営 に 実 質
的 に 関 与 し て い る 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 暴 力 団 、 暴 力 団 員 又 は 暴 力 団 関 係
者がい ると認められるとき。 

（ ２ ） 法 人 等 の 役 員 等 又 は 使 用 人 が 、 暴 力 団 の 威 力 若 し く は 暴 力 団 員 若 し く は 暴 力
団 関 係 者 (以 下 「 暴 力 団 員 等 」 と い う 。 )又 は 暴 力 団 員 等 が 経 営 若 し く は 運 営 に
実質的 に関与している法人等を利 用する などしていると認め られる とき。 

（ ３ ） 法 人 等 の 役 員 等 又 は 使 用 人 が 、 暴 力 団 若 し く は 暴 力 団 員 等 又 は 暴 力 団 員 等 が
経 営 若 し く は 運 営 に 実 質 的 に 関 与 し て い る 法 人 等 に 対 し て 資 金 等 を 供 給 し 、 又
は 便 宜 を 供 与 す る な ど 暴 力 団 の 維 持 運 営 に 協 力 し 、 又 は 関 与 し て い る と 認 め ら
れると き。 

（ ４ ） 法 人 等 の 役 員 等 又 は 使 用 人 が 、 暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 等 と 社 会 的 に 非 難 さ れ る
べき関 係を有していると認められ るとき 。 

（ ５ ） こ の 契 約 に 係 る 再 委 託 契 約 そ の 他 の 契 約 に つ い て 、 そ の 相 手 方 が 前 各 号 の い
ず れ か に 該 当 す る 法 人 等 で あ る こ と を 知 り な が ら 、 当 該 者 と 契 約 を 締 結 し た と
認めら れるとき。 



（ ６ ） 第 １ 号 か ら 第 ４ 号 ま で の い ず れ か に 該 当 す る 法 人 等 を 再 委 託 契 約 そ の 他 の 契
約 （ こ の 契 約 に 係 る も の 以 外 の 契 約 を 含 む 。 ） の 相 手 方 と し て い た 場 合 （ 前 号
に 該 当 す る 場 合 を 除 く 。 ） に 、 甲 が 乙 に 対 し て 当 該 契 約 の 解 除 を 求 め 、 乙 が こ
れに従 わなかったとき。  

（ ７ ） 前 ２ 号 に 掲 げ る 場 合 の ほ か 、 法 人 等 の 役 員 等 又 は 使 用 人 が 、 第 １ 号 か ら 第 ４
号 ま で の い ず れ か に 該 当 す る 法 人 等 で あ る こ と を 知 り な が ら 、 こ れ を 利 用 す る
などし ていると認められるとき。  

２  乙 が 共 同 企 業 体 で あ る 場 合 に お け る 前 項 の 規 定 に つ い て は 、 そ の 代 表 者 又 は 構
成員が 同項各号のいずれかに該当 した場 合に適用する。 

３  甲 は 、 前 ２ 項 の 規 定 に よ り 契 約 を 解 除 し た と き は 、 こ れ に よ っ て 生 じ た 甲 の 損
害の賠 償を乙に請求することがで きる。  

４  前 項 の 場 合 に お い て 、 乙 が 共 同 企 業 体 で あ る と き は 、 代 表 者 又 は 構 成 員 は 、 賠
償 金 を 連 帯 し て 甲 に 支 払 わ な け れ ば な ら な い 。 乙 が 既 に 共 同 企 業 体 を 解 散 し て い
るとき は、代表者であった者又は 構成員 であった者について も、同 様とする。  

 （⾧ 期継続契約 の変更等 ） 
第 １ ９ 条  甲 は 、 ⾧ 期 継 続 契 約 を 適 用 し た 契 約 に つ い て 、 翌 年 度 以 降 に お い て 当 該

契 約 に 係 る 歳 出 予 算 の 減 額 又 は 削 除 が あ っ た と き は 、 当 該 契 約 を 変 更 し 、 又 は 解
除する ことができる。 

 （甲 の責めに帰すべき事由によ る場合 の解除の制限） 
第 ２ ０ 条  甲 は 、 乙 が 甲 の 責 め に 帰 す べ き 事 由 に よ り 第 １ ５ 条 各 号 又 は 第 １ ６ 条 各

号 の い ず れ か に 該 当 す る こ と と な っ た と き は 、 第 １ ５ 条 又 は 第 １ ６ 条 の 規 定 に よ
る契約 の解除をすることができな い。 

 （乙 の催告による解除権） 
第 ２ １ 条  乙 は 、 甲 が こ の 契 約 に 違 反 し た と き は 、 相 当 の 期 間 を 定 め て そ の 履 行 の

催 告 を し 、 そ の 期 間 内 に 履 行 が な い と き は 、 こ の 契 約 を 解 除 す る こ と が で き る 。
た だ し 、 そ の 期 間 を 経 過 し た 時 に お け る 債 務 の 不 履 行 が こ の 契 約 及 び 取 引 上 の 社
会通念 に照らして軽微なも のであると きは、こ の限り でない。 

 （乙 の催告によらない解除権）  
第 ２ ２ 条  乙 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 直 ち に こ の 契 約 を 解 除 す

ること ができる。 
（ １ ） 第 １ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 業 務 の 内 容 を 変 更 し た こ と に よ り 、 当 初 の 契 約

金額から３分の２ 以上減少 したとき。 
（ ２ ） 第 １ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 業 務 の 中 止 期 間 が 、 当 初 の 契 約 期 間 の ３ 分 の ２

（契約 期間が３０日以下の場合に あって は、その契約期間） を超え たとき。  
（３） 甲の責めに帰すべき理由に より、 契約の履行が不能と なった とき。 
 （乙 の責めに帰すべき事由によ る場合 の解除の制限） 
第 ２ ３ 条  乙 は 、 甲 が 乙 の 責 め に 帰 す べ き 事 由 に よ り 第 ２ １ 条 又 は 前 条 各 号 の い ず

れ か に 該 当 す る こ と と な っ た と き は 、 前 ２ 条 の 規 定 に よ る 契 約 の 解 除 を す る こ と
ができ ない。 



 （解 除に伴う措置） 
第 ２ ４ 条  甲 は 、 契 約 を 解 除 す る と き は 、 契 約 解 除 通 知 書 に よ り そ の 旨 を 乙 に 通 知

しなけ ればならない。 
２  甲 は 、 こ の 契 約 が 成 果 物 の 完 成 前 に 解 除 さ れ た 場 合 に お い て 、 既 に 業 務 を 完 了

し た 部 分 （ 以 下 「 既 履 行 部 分 」 と い う 。 ） の 引 渡 し を 受 け る 必 要 が あ る と 認 め た
と き は 、 既 履 行 部 分 を 検 査 の 上 、 当 該 検 査 に 合 格 し た 部 分 の 引 渡 し を 受 け る こ と
が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 甲 は 当 該 引 渡 し を 受 け た 既 履 行 部 分 に 相 当 す る 契
約金額 を乙に支払うものとする。 

３  成 果 物 の 完 成 後 に こ の 契 約 が 解 除 さ れ た 場 合 の 当 該 解 除 に 伴 い 生 じ る 事 項 の 処
理につ いては、甲及 び乙が民法の規定 に従って 協議して定め る。 

 （甲 の損害賠償請求等） 
第 ２ ５ 条  甲 は 、 乙 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 こ れ に よ っ て 生 じ た

損害の 賠償を請求することができ る。 
（１） 契約期間内に業務を完了す ること ができないとき。 
（ ２ ） こ の 業 務 の 成 果 物 に 第 １ ３ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 不 適 合 （ 以 下 「 契 約 不 適 合 」

という 。）があるとき。  
（ ３ ） 第 １ ５ 条 又 は 第 １ ６ 条 の 規 定 に よ り 業 務 の 完 了 後 に こ の 契 約 が 解 除 さ れ た と

き。  
（ ４ ） 前 ３ 号 に 掲 げ る 場 合 の ほ か 、 債 務 の 本 旨 に 従 っ た 履 行 を し な い と き 又 は 債 務

の履行 が不能であるとき。 
２  乙 は 、 前 項 第 １ 号 に 該 当 す る こ と と な っ た 場 合 は 、 甲 に 対 し 遅 滞 な く そ の 理 由

を申し 出なければならない。 
３  乙 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 第 １ 項 に 規 定 す る 損 害 賠 償 に 代

え て 、 第 ５ 項 に 規 定 す る 違 約 金 を 甲 の 指 定 す る 期 間 内 に 支 払 わ な け れ ば な ら な い 。 
（ １ ） 第 １ ５ 条 又 は 第 １ ６ 条 の 規 定 に よ り 業 務 の 完 了 前 に こ の 契 約 が 解 除 さ れ た と

き。  
（ ２ ） 業 務 の 完 了 前 に 乙 が そ の 債 務 の 履 行 を 拒 否 し 、 又 は 乙 の 責 め に 帰 す べ き 事 由

により乙の債 務につ いて履行不能とな ったとき 。 
４  次 の 各 号 に 掲 げ る 者 が こ の 契 約 を 解 除 し た 場 合 は 、 前 項 第 ２ 号 に 該 当 す る も の

とみな す。 
（ １ ） 乙 に つ い て 破 産 手 続 開 始 の 決 定 が あ っ た 場 合 に お い て 、 破 産 法 （ 平 成 １ ６ 年

法律第 ７５号）の規定により選任 された 破産管財人 
（ ２ ） 乙 に つ い て 更 生 手 続 開 始 の 決 定 が あ っ た 場 合 に お い て 、 会 社 更 生 法 （ 平 成 １

４年法 律第１５４号）の規定によ り選任 された管財人 
（ ３ ） 乙 に つ い て 再 生 手 続 開 始 の 決 定 が あ っ た 場 合 に お い て 、 民 事 再 生 法 （ 平 成 １

１年法 律第２２５号）の規定によ り選任 された再生債務者等 
５  第 ３ 項 の 違 約 金 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 契 約 の 区 分 に 応 じ 、 当 該 各 号 に 定 め る 金

額の１ ０分の１に相当する額とす る。 
（ １ ） 単 価 契 約  予 定 契 約 総 額 。 た だ し 、 既 履 行 部 分 に つ い て 検 査 に 合 格 し た 部 分



がある 場合は、予定契約総額から 当該部 分に相当する 額を控除した金額 
（２） ⾧期継続契約 契約 を解除した 日の属す る年度 の金額 
（３） その他の委託契約 契約金 額 
６  第 １ 項 各 号 又 は 第 ３ 項 各 号 に 定 め る 場 合 （ 第 ４ 項 の 規 定 に よ り 第 ３ 項 第 ２ 号 に

該 当 す る も の と み な さ れ る 場 合 を 除 く 。 ） が こ の 契 約 及 び 取 引 上 の 社 会 通 念 に 照
ら し て 乙 の 責 め に 帰 す る こ と が で き な い 事 由 に よ る も の で あ る と き は 、 第 １ 項 及
び第３ 項の規定は適用しない。  

７  第 １ 項 第 １ 号 の 場 合 に 該 当 す る 場 合 で あ っ て 、 甲 が 損 害 の 賠 償 を 請 求 す る と き
の 請 求 額 は 、 契 約 金 額 か ら 既 履 行 部 分 に 相 当 す る 契 約 金 額 を 控 除 し た 額 に つ き 、
遅 延 日 数 に 応 じ 、 政 府 契 約 の 支 払 遅 延 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 ２ ４ 年 法 律 第 ２
５ ６ 号 。 以 下 「 支 払 遅 延 防 止 法 」 と い う 。 ） 第 ８ 条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ き 財 務 大
臣が決 定する率で計算した額とす る。 

８  第 ２ ８ 条 第 ３ 項 の 規 定 に よ り 甲 が 補 正 の た め に 指 定 し た 期 間 は 、 前 項 の 遅 延 日
数とし て計算しないものとする。  

 （乙 の損害賠償請求等） 
第 ２ ６ 条  乙 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る こ と と な っ た 場 合 は 、 こ れ に よ っ

て 生 じ た 損 害 の 賠 償 を 請 求 す る こ と が で き る 。 た だ し 、 こ の 契 約 及 び 取 引 上 の 社
会 通 念 に 照 ら し て 発 注 者 の 責 め に 帰 す る こ と が で き な い 事 由 に よ り 該 当 す る こ と
となっ た場合は、この限りでない 。 

（１） 第２１条又は第２２条の規 定によ りこの契約が解除さ れたと き。 
（ ２ ） 前 号 に 掲 げ る 場 合 の ほ か 、 甲 が 債 務 の 本 旨 に 従 っ た 履 行 を し な い と き 又 は 債

務の履 行が不能であるとき。 
２  乙 は 、 第 ２ ９ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 契 約 金 額 の 支 払 が 遅 れ た 場 合 に お い て は 、

未 受 領 金 額 に つ き 、 遅 延 日 数 に 応 じ 、 支 払 遅 延 防 止 法 第 ８ 条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ
き 財 務 大 臣 が 決 定 す る 率 で 計 算 し た 額 の 遅 延 利 息 の 支 払 を 甲 に 請 求 す る こ と が で
きる。  

 （談 合その他不 正行為に 係る賠 償金の支払） 
第 ２ ７ 条  乙 は 、 こ の 契 約 に 関 し て 、 第 １ ７ 条 第 １ 項 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と

き は 、 甲 が 契 約 を 解 除 す る か 否 か に か か わ ら ず 、 賠 償 金 と し て 、 第 ２ ５ 条 第 ５ 項
各 号 に 規 定 す る 金 額 の １ ０ 分 の ２ に 相 当 す る 額 を 甲 が 指 定 す る 期 限 ま で に 支 払 わ
なけれ ばならない。乙が契約を履 行した 後も、同様とする 。 

２  乙 は 、 第 １ ７ 条 第 １ 項 各 号 の い ず れ か に 該 当 し 、 か つ 、 次 の 各 号 の い ず れ か に
該 当 す る と き は 、 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 契 約 金 額 の １ ０ 分 の ３ に 相 当 す る 額
を甲が 指定する期限までに支払わ なけれ ばならない。 

（ １ ） 第 １ ７ 条 第 １ 項 第 １ 号 に 規 定 す る 確 定 し た 納 付 命 令 に つ い て 、 独 占 禁 止 法 第
７条の ３の規定の適用があるとき 。 

（ ２ ） 第 １ ７ 条 第 １ 項 第 ４ 号 に 規 定 す る 刑 に 係 る 確 定 判 決 に お い て 、 乙 が 違 反 行 為
の首謀 者であることが明らかにな ったと き。 

（ ３ ） 乙 が 談 合 そ の 他 不 正 行 為 を 行 っ て い な い 旨 の 誓 約 書 を 甲 に 提 出 し て い る と き 。 



３  前 ２ 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 甲 は 、 甲 に 生 じ た 実 際 の 損 害 額 が 前 ２ 項 に 規 定 す
る 賠 償 金 の 額 を 超 え る 場 合 に お い て は 、 乙 に 対 し て そ の 超 過 分 に つ き 賠 償 を 請 求
するこ とができる。 

４  前 ３ 項 の 場 合 に お い て 、 乙 が 共 同 企 業 体 で あ る と き は 、 代 表 者 又 は 構 成 員 は 、
賠 償 金 を 連 帯 し て 甲 に 支 払 わ な け れ ば な ら な い 。 乙 が 既 に 共 同 企 業 体 を 解 散 し て
いると きは、代表者であった者又 は構成 員であった者につい ても、 同様とする 。 

 （検 査及び引渡し） 
第 ２ ８ 条  乙 は 、 業 務 を 完 了 し た と き は 、 直 ち に 甲 に 業 務 結 果 と と も に 完 了 届 を 提

出しな ければならない。  
２  甲 は 、 乙 か ら 前 項 の 完 了 届 を 受 理 し た と き は 、 そ の 日 か ら １ ０ 日 以 内 に 検 査 を

行わな ければならない。 
３  前 項 の 検 査 に 合 格 し な い と き は 、 乙 は 甲 の 指 定 す る 期 間 内 に 補 正 し な け れ ば な

らない 。 
４  乙 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 補 正 を し た と き は 、 直 ち に 補 正 完 了 届 を 提 出 し な け れ

ばなら ない。この場合における再 検査に ついては、第２項の 規定を 準用する。  
５  第 ２ 項 及 び 前 項 の 検 査 に よ っ て 業 務 の 完 了 を 確 認 し た 日 を も っ て 業 務 を 完 了 し 、

若しく は成果物を甲に引き渡した ものと する。 
 （請 求金額の支 払） 
第 ２ ９ 条  乙 は 、 前 条 第 ５ 項 の 規 定 に よ る 引 渡 し 完 了 後 、 請 求 代 金 の 支 払 を 請 求 す

る も の と す る 。 た だ し 、 頭 書 に お い て 別 段 の 定 め を し た 場 合 に お い て は 、 こ の 限
りでな い。 

２  甲 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 所 定 の 手 続 に 従 っ て 適 正 な 請 求 書 が 提 出 さ れ た と き は 、
こ れ を 受 理 し た 日 か ら ３ ０ 日 以 内 （ そ の 末 日 が 法 令 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た 金 融
機 関 の 休 日 に 当 た る と き は 、 そ の 日 以 後 最 初 の 金 融 機 関 の 休 日 以 外 の 日 を 当 該 期
間の末 日とみなす。）に支払をし なけれ ばならない。 

 （契 約不適合責 任期間等 ） 
第 ３ ０ 条  甲 は 、 引 き 渡 さ れ た 成 果 物 に 関 し 、 第 ２ ８ 条 第 ５ 項 の 規 定 に よ る 引 渡 し

後 、 契 約 不 適 合 を 知 っ た と き か ら １ 年 以 内 で な け れ ば 、 当 該 契 約 不 適 合 を 理 由 と
し た 履 行 の 追 完 の 請 求 、 損 害 賠 償 の 請 求 、 代 金 の 減 額 の 請 求 又 は 契 約 の 解 除 （ 以
下 こ の 条 に お い て 「 請 求 等 」 と い う 。 ） を す る こ と が で き な い 。 た だ し 、 当 該 契
約 不 適 合 が 乙 の 故 意 又 は 重 大 な 過 失 に よ り 生 じ た も の で あ る 場 合 の 当 該 契 約 不 適
合に関 する乙の責任については、 民法の 定めるところによる 。 

２  前 項 に 規 定 す る 請 求 等 は 、 具 体 的 な 契 約 不 適 合 の 内 容 、 請 求 す る 損 害 額 の 算 定
の 根 拠 等 当 該 請 求 等 の 根 拠 を 示 し て 、 乙 の 契 約 不 適 合 責 任 を 問 う 意 思 を 明 確 に 告
げるこ とにより行う 。 

３  甲 が 第 １ 項 に 規 定 す る 契 約 不 適 合 に 係 る 請 求 等 が 可 能 な 期 間 （ 以 下 こ の 項 に お
い て 「 契 約 不 適 合 責 任 期 間 」 と い う 。 ） の 内 に 契 約 不 適 合 を 知 り 、 そ の 旨 を 乙 に
通 知 し た 場 合 に お い て 、 甲 が そ の 通 知 か ら １ 年 を 経 過 す る 日 ま で に 前 項 に 規 定 す
る 方 法 に よ る 請 求 等 を し た と き は 、 契 約 不 適 合 責 任 期 間 の 内 に 請 求 等 を し た も の



とみな す。 
４  甲 は 、 第 １ 項 に 規 定 す る 請 求 等 を 行 っ た と き は 、 当 該 請 求 等 の 根 拠 と な る 契 約

不 適 合 に 関 し 、 民 法 の 消 滅 時 効 の 範 囲 で 、 当 該 請 求 等 以 外 に 必 要 と 認 め ら れ る 請
求等を することができる。 

５  契 約 不 適 合 が 甲 又 は 監 督 員 の 指 図 に よ り 生 じ た も の で あ る と き は 、 甲 は 、 当 該
契 約 不 適 合 を 理 由 と し て 、 請 求 等 を す る こ と が で き な い 。 た だ し 、 乙 が そ の 指 図
が 不 適 当 で あ る こ と を 知 り な が ら こ れ を 通 知 し な か っ た と き は 、 こ の 限 り で な い 。 

 （妨 害等に対する報告義務等）  
第 ３ １ 条  乙 は 、 契 約 の 履 行 に 当 た っ て 、 妨 害 （ 不 法 な 行 為 等 で 、 業 務 履 行 の 障 害

と な る も の を い う 。 ） 又 は 不 当 要 求 （ 金 銭 の 給 付 等 一 定 の 行 為 を 請 求 す る 権 利 若
し く は 正 当 な 利 益 が な い に も か か わ ら ず こ れ を 要 求 し 、 又 は そ の 要 求 の 方 法 、 態
様 若 し く は 程 度 が 社 会 的 に 正 当 な も の と 認 め ら れ な い も の を い う 。 ） （ 以 下 「 妨
害 等 」 と い う 。 ） を 受 け た 場 合 は 、 速 や か に 甲 に 報 告 す る と と も に 、 警 察 へ 被 害
届を提 出しなければならない。  

２  甲 は 、 乙 が 妨 害 等 を 受 け た に も か か わ ら ず 、 前 項 の 規 定 に よ る 甲 へ の 報 告 又 は
被 害 届 の 提 出 を 怠 っ た と 認 め ら れ る 場 合 は 、 甲 の 調 達 契 約 か ら の 排 除 措 置 を 講 ず
ること ができる。 

 （情 報通信の技 術を利用 する方 法） 
第３２ 条 この約款において書面 により行わなければならな いこととされてい る指

示等は 、法令に違反しない限りに おいて 、電磁的方法を用い て行う ことができ る。
ただし 、当該方法は書面の交付に 準ずる ものでなければなら ない。  

 （契 約外の事項） 
第 ３ ３ 条  こ の 契 約 に 定 め の な い 事 項 又 は 疑 義 を 生 じ た 事 項 に つ い て は 、 公 益 財 団

法 人 豊 田 市 文 化 振 興 財 団 契 約 規 則 の 定 め る と こ ろ に よ る ほ か 、 そ の 都 度 甲 乙 協 議
して定 めるものとする。  

 
   附 則 
 この約款は、令和６年４月１日から施行する。 


